










低炭素社会実現に向けて、
全社・全部門一丸となって、
省エネルギー活動に取り組んでいます。
気候変動問題は、その影響が世界全体に渡り、長期間の国際的な取り組みを必要とするものであり、現在、国連
気候変動枠組条約の下で２０１３年以降の将来枠組みに関する検討が行われています。日本は、京都議定書第一
約束期間が失効する２０１３年以降も引き続き温室効果ガスの排出削減に取り組むべく、現在の京都メカニズム
よりも柔軟で、かつ実効的な新たな市場メカニズムの確立をめざしています。しかし、3月11日に発生した東日本
大震災により、当面の電力供給の確保および節電に向けた緊急対策を実施しています。今後早急に、中長期的
視野に立ったエネルギー政策の見直しが要求されています。
大　製薬では、省エネルギーに関して生産・研究部門においては、「ものづくり」の中で新たな発想を取り入れた
活動を推進し、製造方法、製造機器、空調機器・照明などでソフト・ハード両面にわたり積極的に取り組んでいます。
またオフィス部門においても営業車輌および空調温度・照明対応と勤務時間も含めた活動を実行し、低炭素社会
実現に向けての自主的・積極的な取り組みを強化しています。

工場の事業活動におけるCO2排出量原単位は12.５ トンｰCO2/億円で、1990年度
比－17.2％で目標を達成できました。CO2排出量は61,889トンｰCO2（前年度比
＋13.4％）でした。
オフィスの目標については、前年度比－7.8%で目標を達成できました。

・ 7事業場 ： CO2排出量原単位を1990年度比11％以上削減する
・ オフィス ： 前年度比1％以上削減する2010年度の目標

2010年度の実績
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各部門のCO2排出量

CO2排出量原単位（トン-CO2/億円） = CO2排出量（トン-CO2） ／ 売上高（億円）

61,889

※CO2排出量算出における電力係数は調整後係数を使用しています。
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45,586
11,177
4,453

2009年度
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2010年度

67,965

環境への取り組み
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※1 プリフォーム：試験管のような形をしたペットボトルの原型。樹脂を射出成形機で溶かし、圧力をかけて金型に流し込み、冷却後取り出して作製。
※2 OPS樹脂：ポリスチレンを縦横2方向に延伸し、シート状にしたもの。
※3 OPP樹脂：ポリプロピレンを縦横2方向に延伸し、シート状にしたもの。

ポカリスエットエコボトル新設ラインにおけるCO2削減

徳島工場エリアの第八研究所では、有機合成の実験を行っています。
2010年9月、合成実験室の増設にともなう省エネ対策として従来のドラフトチャンバーに
代えて、低風量型のプッシュプル型換気装置（ヒュームフード）を22台採用しました。
合成実験により発生するガスなどを、安全に排気する重要な役割を担う局所排気装置と
して、従来型の約半分の排気量でありながら、同等の高い封じ込め性能を有していること
から、空調負荷を低減できる低風量型の検討をしました。採用にあたっては、実際に作業
に携わる研究者がメーカーの実機で、封じ込め性能を確認して決定しました。
研究所における最大のエネルギー消費は空調によるものです。室内空気の排気量を減ら
すことで、空調負荷を軽減し、エネルギー消費量を削減できました。安全性確保のため、
必要最低風量より安全側に設定した風量にて運用をしていますが、従来型ドラフトチャン
バーと比較して約26％のエネルギー削減効果がありました。
（年間66,000ｋｗｈ削減、ＣＯ2推定削減量 2３トン）

佐賀工場では、PET樹脂からプリフォーム※1　 、続いてエコボトルを自社で一貫生産し、
「陽圧無菌充填方式」で充填する技術を採用しました。高崎工場に続き国内2ライン目と
なります。
プリフォーム成型の際、300℃に近い高温になるため、ボトルの洗浄・殺菌工程が不要とな
り、この工程で使用していた熱を製造するためのCO2が削減できました。同時に、PET樹
脂からプリフォームを自社生産することで、プリフォーム輸送時の燃料も削減できました。
また、高崎工場、袋井工場、佐賀工場では、ペットボトルにラベル装着する際に熱をかけ収
縮を行うシュリンクラベル方式を、糊貼り（ロールラベル）方式に変更しました。今回導入し
た糊貼り方式は、ロール状に巻かれたラベルをカッターによって一枚ずつ切って取り出し、
糊を付けて容器に貼るもので、これまでのシュリンクラベルのように熱源を必要としません。
また、ラベルの材質をOPS樹脂※2　 からOPP樹脂※3　  に変更した結果、ラベル1枚の重
量も０.７６ｇから０.５４ｇとなり、２８．９％の減量化を達成しました。２０１０年度の生産実績
では、高崎、袋井、佐賀の３工場合算で、約1,00０トンのCO2が削減できました。今後も
新たな取り組み、製造ラインの検証を行い、CO2削減に貢献できるよう努めていきます。

カロリーメイトの焼成方法変更
カロリーメイトを製造する徳島ワジキ工場は、製造を取り巻く外的要因に柔軟に対応でき
る生産体制構築のため、「新たな技術発信型の工場を実現する」という目標を掲げて生
産の効率化を目的とした取り組みを行っています。2008年の開始から現在までに、社員
からのアイデアをもとにした2つのステージにおける改善を実施しました。
第1ステージとして、包材メーカー、機器メーカー、工場が一体となり「高速ピロー包装
機」を開発し2009年に導入しました。これにより生産効率の向上に加え騒音低減や動
線改善による安全環境改善、包装材の減量化を実現しています。
第2ステージの取り組みは、カロリーメイト焼成オーブンの能力向上です。ガスを主熱
源とした従来の方法に、蒸気の熱伝達特性を利用した新たな熱源を加え、効率的に加
熱することで焼成時間が短縮され生産能力は約1.6倍に、さらには焼き色が均一になり
食感が良くなるなど、品質の向上にもつながりました。今後、さらなる努力によりエネル
ギー使用量の削減をめざします。

実験室の増設に低風量型（プッシュプル型）換気装置の採用

大　製薬での工程

陽圧無菌充填

無菌状態

ボトル成型

PET樹脂購入 プリフォーム成型

薬剤と熱水
でのボトル
殺菌不要

第八研究所外観

新設のプッシュプル型換気装置

［写真上］カロリーメイト焼成オーブン
［写真下］高速ピロー包装機
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※1 3R：Reduce（廃棄物の発生抑制）、Reuse（製品や部品としての再使用）、Recycle（原材料としての再生利用）の３つの頭文字をとった略語。　　

食品リサイクル

循環型社会形成推進のための活動として、
ゼロエミッションの達成に取り組んでいます。
循環型社会は、大切な地球上の資源の消費や廃棄物の発生が抑制され、資源の循環的な利用が促進される社
会のことです。循環型社会で事業活動を行うには、資源の有効活用、環境負荷の低減、３Ｒ※1　 に取り組む必要が
あります。
大　製薬の生産拠点では、再資源化率99%以上とするゼロエミッション社内基準を設けています。また、化学
物質の管理や大気・水系などへの排出抑制に関しても自主管理基準を定め、環境負荷の低減に向けた活動を
行っています。営業拠点では、流通段階で発生した製品の再資源化に積極的に取り組み始めました。
循環型社会に向けた生産および営業現場からの取り組みを報告します。

事業活動における最終処分量は、82トン（前年度比－19.2％）、1996年度比－95.0％
で目標を達成できました。工場ごとに目標を設定、取り組みを行った結果によるものです。
また、再資源化率も98.7％で目標を達成できました。
オフィスでは廃棄物排出量および再資源化率の現状が把握できました。

・ 7事業場： 最終処分量を1996年度比95％以上削減する
　　　　　 再資源化率を96％以上とする
・ オフィス ： 廃棄物排出量および再資源化率の現状を把握する

2010年度の目標

最終処分量・再資源化率の推移 総排出量と再資源化量+有価物量

2010年度の実績

再資源化率＝（再資源化量＋有価物量）／（最終処分量＋再資源化量＋有価物量）×100
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事業活動における総排出量7,239トン
のうち、再資源化量と有価物量との合
計は6,359トン（87.8％）でした。

排出量
再資源化量+有価物量

96.5

※99％以上でゼロエミッション達成

最終処分量 再資源化率

事業活動における食品廃棄物の発生量は3,601トン
（前年度比－31.2％）、再生利用等実施率は98.1％
となりました。この結果、食品リサイク法による業種
別再生利用等の実施率目標（食品製造業85％）を達
成できました。
これは、飲料廃製品量の発生抑制や食品リサイクル
法適用会社への処理委託変更によるものです。
今後も引き続き、活動に取り組みます。
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大　製薬は、‘Otsuka-people creating new products for better health worldwide’の企業理念のもと、
人々の健康への貢献を使命として事業活動を展開すると同時に、生命関連企業としての自覚に基づき、
これまで培った知識や経験、人材などの経営資源を活用して広くコミュニケーションを行い、
良き企業市民として積極的に社会貢献活動に取り組みます。 

社会貢献活動の基本理念

大　製薬は、「健康」「自然環境」「地域社会」の3つのキーワードで、
人々の健康に貢献するための社会貢献活動を推進します。

社会貢献活動の方針
自然環境地域社会

健 康

東日本大震災への対応と支援
2011年3月11日に発生した東日本大震災に際し、多くの亡くなられた方々のご冥福をお祈り申し上げると共に、被災された
みなさま、ご家族、ご関係者のみなさまに心よりお見舞い申し上げます。

大　グループ 支援物資

飲料・食品（ポカリスエット、OS-1、クリスタ
ルガイザー、カロリーメイト、ボンカレー、ネ
イチャーメイドなど）、医療用医薬品、OTC
医薬品、その他日用品

仙台市若林区役所での支援物資配送 東京消防庁からの感謝状

被災状況
営業拠点である仙台支店において居室内の棚などの転倒はあったものの、甚大な被害はありませんでした。仙台市と浦安市
の倉庫では医薬品、ニュートラシューティカルズ製品在庫の荷崩れがあり、グループ会社から人員の支援を得て良品、使用
不可品の仕分けを早急に行い復旧に努めました。また、浦安倉庫では地盤の液状化により一時的に配送不能となりました
が3月28日より通常出荷を開始しました。

節電に向けて
東京電力管内大口需要家となる群馬県の高崎工場は、夏場ピーク時の飲料ラインを一部停止するなど大掛かりな節電対策
を行っています。また、全国の生産、研究拠点は、ピーク時の消費電力分散に貢献する目的で、夏季期間の始業と終業を1時
間遅らせる「逆サマータイム」を実施しています。
オフィスでは、自主目標のもと、蛍光灯の照度低下やエアコン設定温度の上昇、週1回のNO残業デーを徹底します。

支援活動
仙台市内に事務所を持つ仙台支店は、被災した市内の倉
庫に残った使用可能な製品を集め、翌日からグループ会社
と協力して、緊急対応病院や自治体の災害対策本部に飲
料や食品など支援物資を届けました。
また、東京の本社は、関係省庁や業界団体と連携し、輸送手
段や物量が限られる中ではありましたが、必要とされる医
薬品、飲料、食品などを被災地への支援を優先して手配し
ました。世界23カ国・地域のグループ会社から支援を希望
する声が多く寄せられたため、グループ社員3万9000人

の社員全員の総意として大　ホールディングスから日本
赤十字社に3億9000万円の寄付を行いました。
また、「災害時における食品調達に関する協定」を結んで
いる東京消防庁の被災地派遣隊活動を支援するための飲
料、食品の提供や、避難生活を送っている方々の健康維持
のため日本栄養士会の活動を通じてビタミンサプリメントの
提供を行いました。今後も、長期的、継続的に必要とされる
支援を行ってまいります。

社会への取り組み 

社会とのコミュニケーション
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2011年4月1日に開園した事業所内保育所第一号「ビーンスターク保育園とくしま」は、大　グループの
社員が子育てをしながら安心して働き続けることのできる職場環境を提供するとともに、発祥の地、徳島に
多様な人材を集め地域に貢献するという役割も担っています。
「ビーンスターク保育園とくしま」という名前は、子どもたちが健やかに育つことを願ってイングランド民話
「ジャックと豆の木」に登場する、晩にまくと朝には天まで伸びる豆の木にちなんでつけられました。
鉄骨造平屋建て、敷地面積4,528㎡、延べ床面積930㎡の園舎は、徳島県木頭産の杉の円柱をシンボ
ルとするジャックスホールを中心に、年令別保育室が放射状に配置され、手足を広げて躍動する、笑顔あ
ふれる子どもたちの姿が表現されています。ホールの床は杉材です。足裏にやさしく、園児たちは、はだ
しで走り回っています。また、園庭には人工の遊具を置かず、山や切り株を配置するなど、自然にこだわっ
た作りとしました。安全で衛生的な保育環境の中で、家族と共に、子どもの才能、個性、そして、創造性が
芽生える保育をめざしています。

事業所内保育所 「ビーンスターク保育園とくしま」開園

微生物研究所合成室

君（2才2ヶ月） 君（1才1ヶ月）
篠原 俊夫
　　 悠太

私の場合は、“いつも息子
がそばにいる”という安心

感から、子育てと仕事の両立時に感じる精神的なプレッ
シャーが減ったように思います。仕事とプライベートの気持
ちの切り替えがスムーズにできるようになり、仕事へしっかり
打ち込むことができています。息子にも、同年代の子どもた
ちとの触れ合いを通して生き生きと成長している様子がうか
がえ、頼もしさを感じています。事業所内保育所への入園を
通して、子育てに前向きに取り組みながら、より一層会社に
貢献したいという意欲を持つようになりました。

入園以来、通勤時に私が息
子を保育園に送り届けてい

ます。お迎えも、できるときには私が行くようにしているので、
以前に比べて妻の負担が減り、息子と接する時間が増えま
した。事業所内保育所の存在は、“仕事の効率を落とさずに、
家族との時間を大切にしたい”という父親としての課題に
向き合う良い機会になりました。また、社内で同じ世代の
子どもを持つ同僚や先輩・後輩と、子どもをきっかけとした
コミュニケーションが生まれるなど、保育園を通した温かな
広がりを感じています。

生産本部
生産企画部

井内 幹子
　　 勇仁

V V

シンボルマーク

多様な働き方への対応と、能力とやる気のある社員が
個の強みを活かして働き続けるための
ダイバーシティを推進しています。

社員とともに

働きやすい環境づくりとグローバル人材の育成
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コンプライアンスフォーラムの実施
度は、各事業部・部門で合計約４０回実施しています。 
このようなコンプライアンスの研修を繰り返し実施する
ことにより、社員のコンプライアンスの意識を浸透・定着
させています。

大　製薬行動憲章

1. 基本的心構え

企業倫理の遵守
（社会規範の遵守）

法令の遵守

狭義のコンプライアンス

広義のコンプライアンス

（法規範の遵守）

 （一部抜粋）

コンプライアンス綱領

私たちは、人々の健康に関わる製品を取り扱う生命関連企業に従事
するものとして、法令遵守はもとより生命倫理を含めた高度な倫理
観をもって行動しなければなりません。

2. 環境保全に関して
私たちは、環境関連の法令等を遵守し、生命関連企業として地球環
境・地域社会への影響に常に配慮した事業活動を行います。

1. 市民としての行動
1. 製薬企業としての自覚に基づき、株主はもとより、広く社会とのコ
ミュニケーションを行い、企業情報を積極的かつ公正に開示する。

2. 環境問題への取り組みを当然の使命と認識し、自主的、積極的に
これを推進する。

3. 良き企業市民として、積極的に社会貢献活動を行う。

（一部抜粋）

国内外の法令および社会規範を遵守し、社会と調和のとれた企業活動に努めます。

コンプライアンス経営の確立

コンプライアンス・プログラム

大　製薬では、「コンプライアンスプログラム」を社員一人
ひとりに浸透・定着させるためには「教育」が一番重要と
考え、少なくとも年１回従業員はコンプライアンスに関す
る研修を受けるよう義務づけています。
幹部社員に対しては、コンプライアンスフォーラムを実施
しています。 今年度は11月9日「コンプライアンス経営
におけるリーダーの役割」をメーンテーマに、部門長な
ど230人が参加しました。冒頭、岩本太郎社長から「グ
ローバルに展開する大　製薬として、 日本国内の環境変
化のみならず、ダイナミックに変化するグローバルな環境
変化や社会的要請に対応する感性を持つこと、それこそ
が大　製薬の持つコンプライアンス精神です」との話が
ありました。続いて、法務担当・渡辺達朗常務取締役から、
実際のコンプライアンス違反事例を取りあげて、「利益と
倫理が相容れない場合は、倫理を優先させてください」と
コンプライアンスの重要性の話があり、最後の特別講演
として、立教大学大学院の池田耕一教授から多くの企業
不祥事の事例から「不祥事防止にはリーダーが扇の要で
ある」と、パナソニックで石油温風機事故への対応をされ
た経験も踏まえて、興味深いお話でした。
このように、コンプライアンス体制構築、コンプライアンス
教育の重要性の再認識を全社で意思統一を行い、 この
コンプライアンスフォーラムをもとに、各事業部、各部門
でコンプライアンスに関する教育を実施しました。 今年

大　製薬は、疾病の診断から治療までを担う「医療関連事
業」と日々の健康の維持・増進をサポートする「ニュートラ
シューティカルズ※1

　  関連事業」を2本の柱にヘルスケアを
トータルでとらえて提供し続けるためには、社会に学び社
会から理解され、ともに支え合っていくことが大切と考えて
います。社長をはじめ役員一同範を示し、社員一丸となり
この崇高な使命に向かって邁進しています。
1999年4月、大　製薬は活動の基本である「企業倫理」
をより明確にし、とるべき行動を明示した「大　製薬行動
憲章」を制定。
その具体的な指針として、国内外の法令および企業倫理
の遵守（コンプライアンス）の徹底を図るため、2001年6
月「大　製薬コンプライアンス・プログラム」を制度化し実
施しています。

法と倫理とコンプライアンス
コンプライアンスという言葉は当初「法令の遵守」と訳さ
れ、企業は法律を守りさえすれば社会的使命を果たしてい
ると考えられていました。しかし今日では、企業に期待され
る社会的要請をくみ取り、しなやかに鋭敏に反応すること
が求められています。

※1 ニュートラシューティカルズ：栄養「Nutrition」+医薬品「pharmaceutical」を組み合わせた造語。

信頼される企業であるために

コンプライアンス
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緊急時における事業継続のための取り組み

リスクマネジメントの取り組みの強化を図っています。

大　製薬では自然災害やテロ、事故・火災、新型インフル
エンザなどのリスク発生時に、事業資産の損害を最小限に
とどめ、中核となる事業の継続と早期復旧を可能にするた
めの事業継続計画（Business Continuity Planning）
を策定しています。
２００５年に内閣府から事業継続ガイドライン第1版が公開
されたのを期に、まず、医薬品の安定供給をテーマに取り
組みを開始しました。現在も事業継続を可能とするため、
対応が必要と考えられるリスクを捉らえ、会社が脅威とな
る事態に対して対策を構築しています。
今回の東日本大震災では、想定外であったことが３つあり
ました。すなわち、広域性、大津波、原発の放射性物質放
出です。事業継続計画の策定は、被害を想定して対策を
立てることから、想定外の状況において役立たないと思
われがちです。そもそも、人間が想定した通りの自然災害
が起こることを期待することは無理があります。ＢＣＰの計
画通りには物事は運ばないと考えておくことが重要です。
では、今後どのようにしていくか、１つ目は、事業継続計画
を策定する段階で、さまざまな対策を練っていく過程で
生まれた手段を思い出していただくことです。 一度検討
されたことであれば、その場で一から考えるより、早く対
策が決定できます。 ２つ目は策定されたＢＣＰの一部分
であっても対策を発動できれば役に立ちます。 また一方、

別の視点から、今回の大震災は、事業継続計画の策定方
法についても検討する余地があると気づかされました。
今後、どのようにしていくか検討していきます。

災害対策本部の設置
2011年3月11日に発生した大地震と巨大津波被害に際
し、大　製薬は品川の東京本部に災害対策本部を、また、
被災地に近い山形出張所に現地災害対策本部を設置し、
社内の被害状況の確認と社員への対応を開始しました。
また、各事業部にて対応する製品流通の調整や被災地支
援活動などの情報収集も一元化しました。
震災当日の18時までに被災地域の社員とその家族の安否、
および各事業所の被害状況を確認できました。翌日以降
ライフラインの現状を確認するとともに、交通状況を判
断し、人事部と総務部で編成した数チームにてシフトを
組んで山形を拠点に仙台支店の支援を行いました。各事
業所の応急対応は３月末までに終了しました。
福島第一原発事故にともない、社員およびその家族の安
全・安心確保の対策は現在も継続しています（2011年
8月現在）。

内部統制の構築
大　製薬は、‘Otsuka-people creating new products 
for better health worldwide’を企業理念とし、世界の
人々の健康に貢献する革新的な製品を創造するという考
えの下に内部統制体制を構築しています。　
金融商品取引法に基づく内部統制報告書は、２００８年度
から大　ホールディングスが任意で提出しており、２０１０
年度からは上場会社として、報告書提出となっています。
大　製薬は大　グループの内部統制上の中核をなす重
要拠点として、内部統制方針策定書に基づき、整備状況
の確認や運用テストを行い、外部監査による内部統制監
査を受け、大　グループとして内部統制は有効である旨
を開示しています。
また、会社法に基づく内部統制システムの構築について
は、財務報告の信頼性のみならず、業務の有効性、効率
性やコンプライアンスについても、各所管部によって適切
に運営されていることの確認を行っています。

事業継続計画（BCP）について
コンプライアンス部 次長
前川 達郎

事業継続計画（BCP）が、広く知られる
ようになったのは、アメリカ同時多発テロ

事件（９・11事件）以降です。多くの企業が事業継続に必要
な機能を失った一方、BCPを策定していた、ある証券会社
は、被害を受けた後、約１週間で業務を再開したことにより注
目されるようになりました。
BCPは「災害対策」と比較すると、理解がしやすくなります。
災害対策は、防災と発生時における初期対応が中心であり、
人の安全確保、設備の補強や修繕、業務の再開など組織
の具体的対応を策定するものです。これに比べ、BCPは
「企業の存続と社会的責任を果たすために事業継続」が
テーマです。
大　製薬は生命関連企業として、リスクが発生しても、社会
が必要としている製品を確実に供給できるよう、社員および
業務委託先との連携を深め、継続的な取り組みを続けて
まいります。

～東日本大震災に際し～

V

信頼される企業であるために

リスクマネジメント
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医薬品の信頼性保証への取り組み ISO22000による食品安全マネジメント

私たちは、3つの「問い合わせ窓口」を製品カテゴリー別に設けています。それぞれの専門性を活かして
お客さまからの声や意見に迅速に対応し、コミュニケーションに努めています。

大　製薬は、法規制遵守はもとより、安全で高品質の製品
をみなさまにお届けし、安心して使用していただけるため
の体制を構築しています。
大　製薬は、医薬品製造販売業者として市場に対する責
任体制を明確にし、さらなる品質および安全性に対する取
り組みを強化するために、信頼性保証本部を設けて関連す
る部門を直接統括しています。
信頼性保証本部では治験薬や製造販売後の製品の品質
保証と安全性確保を行なう機能、薬事規制に対応する機
能、患者さんや医療機関からの問い合わせに対応した製
品の適正使用に関する情報提供などを行なう機能などを
直接統括し、これらの情報の一元管理を行なうことにより、
患者さん、医療機関ならびに国内外の規制当局に対して
信頼性をさらに高めています。

佐賀工場および徳島板野工場はISO22000（食品安全マ
ネジメントシステム）の認証を取得しています。
HACCPとISOマネジメントシステムの両方の概念を持
ち合わせるこの規格は、グローバル化した食の安全性に
関する問題への一つのアプローチ方法として期待されてい
ます。
両工場では「食の安全・安心」、高品質な製品作りと安定
供給を図ることを目的としたシステムを構築し、実践して
います。

ものづくりの本質を追い求めて
知恵と工夫、発想を大切にして技術開発を行なっています。

私たちは知恵と工夫、発想を大切にして、ものづくりや
生産技術の開発を行っています。
品質を上げ、ＣＯ2を削減し、生産性を上げることにより
地球環境、社会に貢献し、お客さまに価値ある商品を
提供したいと考えます。常に技術開発を継続し、発想の
転換を連続的に行い、地球環境に貢献することにつなが

るような取り組みを通じて、モノづくりとヒトづくりを行
ってまいります。そして社員一人ひとりが社会を見て、
商品を通じて、お客さまとのコミュニケーションを行い、
その変化・ニーズを感じ、それをものづくりや環境対策
に生かしていくことが大切だと考えます。

お客さまの立場に立って製造します。
お客さまに解りやすい情報の提供をします。
お客さまからの声を真摯に受け止めます。
お客さまの安全を最優先し、安心を徹底して追求します。
すべての倫理、法規を遵守します。

1.

2.

3.

4.

5.
製品の安全・安心への徹底追求

品質
物流

生産

商品
開発

お客さま
の声

原料
調達

水

トレーサビリティ

環境
包装
材料

安全性

大　製薬の品質ポリシー

信頼性保証本部

信頼性推進室

品質保証部

PV部

医療情報センター

IRB事務局

Plan

● 安全な製品の提供を実現
● 組織としての安心の提供を実現
● リスクマネジメントの強化

oDctionA

heckC

お客さまとのかかわり

お客さまとのコミュニケーション
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＜キリトリ＞

医薬情報センター

信頼性推進室 お客さま相談窓口

医薬品についてのお客さまからの問い合わせについては、
医薬情報センターでお聞きしています。患者さんや医療機
関から年間約81,000件の問い合わせがあり、医薬品の適
正使用情報や注意などを、分かりやすく説明しています。
また、お客さまからの意見や要望についてはデータベースに
蓄積し、社内で検討するなど改善に結びつける努力をおこ
なっています。

化粧品や医薬部外品についてのお客さまからの問い合わせ
については、信頼性推進室 お客さま相談窓口で承っていま
す。お受けした電話、メール、手紙などの情報を集約して、
製品の使用説明書や製品改良提案などのお客さまの満足
の向上に役立てています。

テレフォンサービスセンター
就業時間外（17:20～翌朝9:00）でのお客さまからの問い
合わせは、テレフォンサービスセンターが担当し、お客さま
からの声や意見に対していつでも対応できる体制をとって
います。

お客さま相談室
ニュートラシューティカルズ製品についてのお客さまからの
問い合わせについては、お客さま相談室がお応えしています。
お問い合わせは年間約45,000件あり、いただいた意見や
指摘などについては全社共通のデータベースに蓄積され企
業活動に反映されています。

大豆炭酸飲料 ソイッシュは、2010年7月販売開始より、
月を追うごとに販売本数が増加してきました。
それにともないお問い合わせも増え、その中で開封口
が判り難く、開けづらいという包装に関する意見をいた
だきました。
発売から本年３月までのソイッシュについてのお問合せ
約3,000件のうち、本件に関わるものは４０件と割合
としては小さいのですが、ご指摘を真摯に受け止め、よ
りお客さまが利用しやすいように改良しました。2011
年1月28日より包装および表示を変更しています。

改善事例

・切れ込みを左右に入れ、矢印とＯＰＥＮの文字を記載
・「炭酸飲料です。容器を振らないでください。」という
　文言の追加

［写真左］改善前、［写真右］改善後

5262

料金受取人払郵便

差出有効期限
平成25年8月
 31日まで　　 

（受取人）

（切手不要）

郵便はがき

高輪支店承認

1 0 8 8 7 0
612

9

大塚製薬株式会社
総務部環境担当 行

東京都港区港南2-16-4
品川グランドセントラルタワー
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＜キリトリ＞

会社概要

大　製薬決算年次推移

会　社　名 
本社所在地 〒101-8535 東京都千代田区神田司町2-9
設立年月日 1964年8月10日
代表取締役社長 岩本 太郎
資　本　金 200億円
従 業 員 数 5,723名（2011年3月31日現在）
事 業 内 容 医薬品・臨床検査・医療機器・食料品・化粧品
 の製造、製造販売、販売、輸出ならびに輸入
国内事業場 1本社、3本部、17支店、51出張所
 研究所5ヵ所（18部門）、7工場

本報告書に対するご意見・ご感想をお寄せください。

● わかりやすさ □わかりやすい □普通 □わかりにくい
● 内容の充実度 □充実している □普通 □もの足りない
● デザイン □良い □普通 □悪い

Q1. 本報告書をお読みになって、どのようにお感じになりましたか。

Q2. 本報告書で特に関心をお持ちになったのはどの項目ですか。

Q3. もっと情報がほしいと思う内容を、上記の項目から選択して、
　　番号をご記入ください。

Q4. どのような立場で本報告書をお読みになりましたか。

Q5. その他、ご意見・ご感想などご自由にご記入ください。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□お客さま　□お取引先　□当社事業場・工場近隣住民　
□企業・団体の環境・CSR担当　□環境NGO・NPO　□政府・行政関係
□研究・教育機関　□学生　□報道関係　□当社社員　□当社社員家族
□その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ）

（複数回答可）
特集 地球のために大　ができること。
大豆の新しいカタチで、世界へ。
Soylution
環境への取り組み
低炭素社会への取り組み
循環型社会への取り組み
社会への取り組み
社会とのコミュニケーション
東日本大震災への対応と支援
熱中症予防啓発活動

1.

2.
3.

4.
5.
6.

□

□
□

□
□
□

7.

8.

9.
10.

11.

□

□

□
□

□

海外グループ会社の取り組み
世界各地における社会貢献活動
社員とともに
働きやすい環境づくりとグローバル
人材の育成
信頼される企業であるために
コンプライアンス
リスクマネジメント
お客さまとのかかわり
お客さまとのコミュニケーション

切り取り線で切り離して、ご送付ください。
ご協力ありがとうございます。

（億円）

0

1,000

2,000

5,000

4,000

3,000
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2010年
3月期

2008年
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2007年
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4,133 4,404 4,658 4,948

3,808

537 653  664656404

大塚製薬は、生命関連企業として、

地球環境、地域社会への影響に常に配慮した事業活動を行い、

環境問題への取り組みを自主的、積極的に推進することを

ここに宣言します。
2004年6月制定

大　製薬  環境宣言

4,948億円
売上高

ニュートラシューティカルズ
関連事業
28.6%

医療関連事業
71.4%

2011年3月期大　製薬 売上高構成





この報告書は、「FSCTM認証紙」および揮発性有機溶剤を含まないアロマ
フリーで植物油100％の「Non-VOCインキ」を使用し、有害な廃液の発
生が少ない「水なし印刷方式」で印刷しています。

●お問い合わせ先

〒101-8535 東京都千代田区神田司町2-9

発行責任　環境社会委員会
発　　行　2011年9月

　　　　　　　　　 総務部環境担当
TEL：03-6717-1400（代表）　FAX：03-6717-1462

報告書の内容は、インターネットでもご覧いただけます。
http://www.otsuka.co.jp


